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 2012 年 5 月 30 日提出、2012 年 10 月 5 日再提出、2012 年 12 月 14 日審査受理。 
1 CB/SB の概念規定については、論者によって異なり、より詳細な検討が必要なため別稿に譲る。CB
と SB の差異は、主な活動領域の違いとして理解され、CB は国内地域、SB は国内海外を問わないとさ
れ、CB は SB に内包される（ソーシャルビジネス研究会, 2008）。なお、CB/SB は事業スタイルであり、
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コミュニティ・サポートセンター神戸（高橋・保坂, 2003; 藤井, 2008; 2010）や NPO 法
人都岐沙羅パートナーズセンター（高橋・保坂, 2003; 名取, 2010）、有限責任事業組合場















































                                                   





（promote）が提示されている（OPM/Compass Partnership, 2004: 9）。英国における議論については、





















































る新たな雇用創出に期待し、「地域社会雇用創造事業（2009~2011 年度、約 70 億円）」
に取り組み、スタートアップ支援を行う社会起業インキュベーション事業（起業者数 853
名）、社会的企業分野に人材育成を目指した社会的企業人材創出・インターンシップ事業




                                                   
5 内閣府（2002）では、2001 年 12 月、NPO 法人のうち、定款に記載された活動種類の中に NPO 法人
への助言、指導をあげ、かつ既存のアンケート調査において主な活動の上位に NPO 支援をあげている団
体と中間支援組織に該当すると思われる NPO 法人以外の団体の合計 190 団体を対象に、郵送送付、郵送・
FAX 回収の方法でアンケート調査（有効回収数 93 団体、回収率 49.0%）を行った。関東経済産業局（2009）
では、2008 年 10 月、CB 支援を行う中間支援機関 154 件を対象として（特に関東経済産業局管内）、郵

















































































本研究で取り上げる NAC は、青森県の CB/SB 支援を牽引し、東北地方を代表する中間
支援機関として知られる。全国の中間支援機関と同様、NPO 法制定以後の 2001 年 1 月に
設立され、組織規模・収入規模は全国調査と比較して大きく、7 つの中間支援機能を総合
的に提供する先進的な中間支援機関の一つとして位置づけることができる。 
調査は、2008 年 3 月から 2012 年 3 月まで行ったアクション・リサーチをベースとして
いる8。アクション・リサーチとは、研究者自らが現場に積極的に関わり、実際に実務に取
り組むことによって獲得される知見を活用した研究方法であり、それは、「観察→考察→
行動」の螺旋的循環を辿る（Stringer, 2007; Reason & Bradbury, 2007）。今回、研究参
加者は筆者が統括した人材育成/調査研究部門のチーム（5 名）が中心となり、プロジェク
                                                   
7 中間支援機関自体の数の不十分さ（SB 研究会, 2008）、組織基盤・組織能力の脆弱さ（ソーシャルビ
ジネス研究会, 2008; 関東経済産業局, 2009; ソーシャルビジネス推進研究会, 2011 ）も指摘される。ま
た、近年は中間支援機関の不祥事も相次いで報告されている。 
8 2008 年 3 月~2009 年 4 月までは、外部人材として複数のプロジェクトに関わり、企画立案から事業実
施、成果整理を担当した。2009 年 5 月~2012 年 3 月までは内部人材として NAC 事業全体を統括した。











































                                                   




























情報受発信機能 △ △ ●
コンサルティング機能 ● 〇 ―
相談助言機能 ● 〇 〇
人材育成機能 〇 ● ●
ネットワーキング機能 〇 ● △
コーディネート機能 △ ● 〇
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事業は「CB・NPO推進事業」、「人材育成・調査研究事業」、「情報受発信・コミュ

























                                                   
10 実際の業務にあたっては、事業部が完全に独立するのではなく、支援先やプロジェクトの状況に応じ
て柔軟に各事業部がチームを編成している。 
11 「コミュニティビジネスコーディネーター（2006 年~2007 年度、18 名育成）」、「コミュニティビジ
ネスマイスター（2009 年~、27 名育成）」を育成している。 
12 マネジメント専門家委員会は、税理士、社会保険労務士、中小企業診断士などの専門家 27 名が参画





13 プロジェクトおおわに事業協同組合は、青森県の主催する「平成 23 年度あおもりコミュニティビジ
ネス表彰青森県知事賞」を受賞した。企業組合でる・そーれは、東北ソーシャルビジネス推進協議会の主














































図 2 NACの支援プロセス 
                                                   
16 組織構成は、理事 12 名、常勤職員 29 名、会員数 97 名（団体含む、正会員 73 名、賛助会員 24 名）
で運営される（2011 年 3 月時点）。 
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最低でも週 3 回程度と多く、非公式な関係も構築される。次に、活動上の重要な決定が行
われる会議やイベントなどの公式的な場面に関わり、活動の方向性や将来に対するビジョ
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2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
会費収入 2.1% 1.8% 1.4% 0.6% 0.4% 0.3%
寄付金収入 4.8% 6.0% 3.6% 3.1% 0.6% 4.2%
事業収入 8.7% 13.5% 1.1% 0.5% 2.7% 1.5%
補助金等収入 2.8% 1.4% 0.0% 27.9% 10.8% 8.6%
受託収入 81.6% 77.2% 93.5% 67.3% 85.6% 84.4%
雑収入 0.1% 0.0% 0.3% 0.6% 0.0% 1.0%
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と現状を整理したうえで、CB/SB 支援を行う NAC のケースの詳細な検討を通じて実態と
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